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「当面の電力論争をどう見るか」 
 
総合政策学部准教授 朴勝俊 
 
本稿執筆中の現在、日本ではほとんどの
原発が停止中であり、「政治判断」による大
飯原発の再稼働という問題が焦点となって
いる。一方で中・長期的な再生可能エネル
ギー導入や電気事業改革など、いささか難
易度の高い懸案についても一般の人々の関
心が高まっている。この時点での舵取りが
重要である。私たちは、「よりよい未来づく
り」の視点から、当面この問題をどう解い
てゆくべきであろうか。いくつかの論考を
紹介しながら、読者とともに考えてゆきた
い。 
 今井(2011)は、震災前の日本の原発 54
基の設備容量は 4880 万 kW であったが、
福島第一、第二、および浜岡を合わせた
1260 万 kW は再稼働の可能性が低いか、
廃炉と断じる。そして 2030 年に向けて「事
実上の脱原発」が進んでゆくと見る（筆者
（朴）は次の原発震災の危険性を案じてい
るが、原発の限界費用が火力等と比べて低
いのは事実であり、強い政治的影響力を持
った電力会社の利益に直結することから、
簡単に原発が自然消滅してゆくとは思えな
い）。その上で、コージェネが可能で効率的
なガスタービンと再生可能エネルギーを中
心とする分散型システムへの転換を求めて
いる。ただ、集中型との対比は行っている
が、「発送電分離」など電力事業の改革のあ
り方については言及が無い。 
 発送電分離については、長山(2011)が参
考になる。まず世界の自由化モデルを分
類・概観しているが、ともすると欧米先進
諸国に関心が偏りがちなこの点について、
チリやアジア発展途上国などに関する記述
が充実している。次に、「費用の劣加性」な
ど垂直統合のメリットに関する理論的根拠
をレビューしている。これを見れば電力事
業再編に懐疑的なのかと思われたが、日本
に対しては、「エネルギー政策と電力再編論
の両者は一体不可分」、「再生可能エネルギ
ーを導入しやすくなる」などとして、発送
電分離を中心とする事業再編を提案してい
る。ただし、小売全面自由化に対しては「供
給力が不足する中、需要の不確定要因を作」
るとして慎重な立場をとる。 
 それに対し橘川(2011)は、彼流の「歴史
による検証」を示した上で、発送電分離に
ついては「高い系統運用能力という日本電
力業の持つ宝に傷をつける恐れがある」た
め慎重な姿勢をとっている、と述べる（こ
の点は、自由化された諸外国での系統運営
の善し悪しについて論拠が十分に示されて
いないので、肯首してよいのか迷う）。しか
しながら、橘川も競争や分散型電源の促進
の必要性を認めている。そして競争は、発
送配電一貫会社の存在を前提とする小口・
家庭用の完全自由化と、そのための技術的
制約を取り除くことで進め、分散型電源は
「的確に設計された」再生可能エネルギー
の買取り制度が大きな役割を果たすとして
いる。 
 昨年 8 月に日本でも再生可能エネルギー
買取り制度(FIT)の根拠法が成立した。これ
が「的確に設計された」ものになるか否か
は、第三者機関（調達価格等算定委員会）
での議論にゆだねられる。 
米国の再生可能エネルギー普及政策の成
果について述べた西川(2011)の後半部分は
FIT に関する優れた解説であり、多くの
人々がこうした知見を踏まえて制度の詳細 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設計の行方を監視していくことが望まれる。 
 
今井伸(2011)「流れは天然ガス、コージェ
ネ活用の分散型電力供給システムへ」『都市
問題』2011.10、pp.17-23。 
橘川武郎(2011)「発送電分離をめぐる議論
の検証」『都市問題』2011.10、pp.30-33。 
長山浩章(2011)「日本電力産業の明日」『世
界経済評論』2011.9/10、pp.30-36。 
西川珠子(2011)「米国の再生可能エネルギ
ー発電推進策」『みずほ総研論集』2011 年
III 号 
 
 
 
 
 
